（消費税廃止各界連）2024年10月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税・廃止、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆石破政権発足後、すぐさま総選挙に突入しました。能登豪雨災害への補正予算も組まず、どんな政治をするのか国会論戦で示すこともなく、ただ与党が勝てばいいという打算で衆議院を解散した首相の姿勢は大問題です。国民を無視し自分たちの都合でウソや不正をしてもなんら恥じない、政権与党の政治姿勢が表れているのではないでしょうか。
◆今回の総選挙は税金の集め方と使い道が問われる選挙です。裏金議員や統一教会と関係を持った議員への厳しい審判も必要です。物価高に苦しむ国民生活を支援するため、消費税の減税を実現する政府に転換しましょう。
◆電気代補助の中断、米価の高騰、10年ぶりとなる企業倒産の増加、インボイス導入による新たな消費税負担、43兆円にも上る軍事費の激増などで、国民生活は極めて苦しい状況に追い込まれています。格差是正と真の景気回復へ自民党政治を終わらせ消費税減税を実行する政府へ転換させましょう。
◆トヨタ自動車など輸出大企業は消費税を1円も納めていません。それどころか2023年度で見ても20社に対し、2兆1803億円も還付されています。20社以外も含めた還付金総額は7兆937億円に達し、事業者が納めた消費税額20兆2006億円の35・1％が、潤沢な内部留保を抱える大企業を中心に還付されています。消費税は中小業者が苦しみながら払った税金を大企業に分け与える極めて不公平な税制度です。
◆世界では１１０の国、地域で日本の消費税にあたる付加価値税が減税されています。ナイジェリアでは必須医薬品や医療機器をより低コストで利用できるように医薬品への付加価値税率をゼロにしようとしています。エクアドルではエネルギー危機に対処するため発電機への付加価値減税を実施しました。ノルウェー政府は25年予算案で水道・下水道料金への付加価値税率引き下げで生活費を削減する提案をしています。生活支援のための消費税減税は、世界では当たり前の政策です。日本でも政治を変えて、いますぐ消費税減税を実施させましょう。
◆各界連のアンケートでは消費税減税・廃止を求める声は9割を超え、各種世論調査でも減税を求める声が高まっています。消費税減税は多数の国民が求める緊急要求です。
◆多くのフリーランスや小規模事業者に値引きや課税選択を強い、取引停止によって事業存続を困難にしているインボイス制度も大問題です。来年の申告からは1年分の課税となり、負担軽減措置が撤廃されれば、さらに納税額が膨らみます。営業と暮らしをつぶすインボイス制度は今すぐ廃止すべきです。
◆石破政権は防衛費に43兆円もの税金をつぎ込み、核共有まで掲げています。国際世論に背を向け、ガザ攻撃を続けるイスラエルでは軍事支出を賄うため、付加価値税を１％引き上げることを決めました。ロシアに隣接する国も付加価値税の増税に動き出しています。戦争と大軍拡は今すぐやめるべきです。税金の集め方、使い方を決めるのは私たち国民です。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せ、の声をご一緒にあげましょう。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。ご協力をお願いします。
